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国土交通省ＨＰ
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国土交通省ＨＰ

第５次社会資本整備重点計画（R3.5.28決定）

※主な指標を抜粋して掲載



２．第１１次交通安全基本計画
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内閣府ＨＰより

第１１次交通安全基本計画（R3.3.29決定）

▶計画の基本理念
① 交通事故のない社会を目指して
② 人優先の交通安全思想
③ 高齢化が進展しても安全に移動できる社会の構築

②

①

③



第１１次交通安全基本計画（R3.3.29決定）
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国土交通省 車両安全対策検討会資料より

【道路の交通安全の目標】 （※）30日以内死者数2,400人

①世界一安全な道路交通の実現を目指し、24時間死者数を2,000人（※）以下
②重傷者数を22,000人以下にする。

R2死者数2,839人

R2死傷者数37.2万人
R2重傷者数27.8万人
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内閣府ＨＰより

第１１次交通安全基本計画（R3.3.29決定）

・具体的対策として、「生活道路等における人優先の安全・安心な歩行空間の整備」
「幹線道路における交通安全対策の推進」、「自転車利用環境の総合整備」などが
定められている



３．令和６年度 道路関係予算概算要求概要
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令和６年度 道路関係予算概算要求概要
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令和６年度 道路関係予算概算要求概要



令和６年度 道路関係予算概算要求概要



道路の交通安全対策

４．通学路の交通安全対策
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千葉県八街市における交通事故の概要
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「通学路等における交通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係わる緊急対策」の概要

出典）内閣府HP︓https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/sougou/pdf/k_210804/s4-1.pdf 17

https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/sougou/pdf/k_210804/s4-1.pdf


出典）内閣府HP︓https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/sougou/pdf/k_210804/s4-1.pdf

「通学路等における交通安全の確保及び飲酒運転の根絶に係わる緊急対策」の概要

18

https://www8.cao.go.jp/koutu/taisaku/sougou/pdf/k_210804/s4-1.pdf


【第４回】 交通安全対策に関する関係閣僚会議（令和5年4⽉5⽇）資料

通学路合同点検および対策の取組状況

19



通学路合同点検および対策の取組状況(道路管理者分)

【第４回】 交通安全対策に関する関係閣僚会議（令和5年4⽉5⽇）資料 20



事例：路側帯のカラー舗装化
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５．生活道路対策
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生活道路対策 ～ゾーン30プラス～
国土交通省ＨＰより
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生活道路対策 ～ゾーン30プラス～
国土交通省ＨＰより

「ゾーン３０プラス」
（候補）の設定

地域の課題の把握

「ゾーン３０プラス」
整備計画の策定

対策の実施

対策の効果検証

「ゾーン３０プラス」
整備計画の改善・充実

合同点検やETC2.0データの分析結果、事故状況（事故種別、地域特性）から対策必
要箇所を抽出

自治会等への意見聴取、道路管理者、警察、国道事務所などと意見交換、物理的
ディバイスの設置箇所選定や可搬型ハンプによる実証実験等を実施

安全推進協議会での意見交換や自治区会長や小学校へ計画説明・意見聴取、物理的
ディバイス実証実験結果を踏まえ、地元と合意形成

整備計画に基づき、対策を実施

ETC2.0データから、車両走行速度の抑制効果等を確認。自治会長へのヒアリングか
ら、車両走行速度低下等への実感の声や、走行時の騒音が気にならない点をなどを
確認

地域の意見や事故発生状況等を踏まえ、引き続き、道路管理者と警察が緊密に連携
し、PDCAサイクルに基づくゾーン30プラスの改善策の検討や充実をはかる

ゾーン３０プラス 設定までの流れ
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生活道路対策 ～ゾーン30プラス～
国土交通省ＨＰより

直轄国道事務所の支援

約５割

0 500100 200 300 400 m

小学校

中学校

大学

0 500100 200 300 400 m

小学校

中学校

大学

0 500100 200 300 400 m

〇：交通事故発生地点

使用ﾃﾞｰﾀ）ETC2.0ﾌﾟﾛｰﾌﾞﾃﾞｰﾀ：H27.4～7交通事故ﾃﾞｰﾀ（静岡県警HPより）：H26.1～12

■速度超過、急ブレーキ発生、抜け道等の
潜在的な危険箇所を特定

⇒効果的、効率的な対策の立案、実施が可能

■事故発生箇所に対する
対症療法型対策

急ブレーキ、30km/h超過
が連続している区間

☓：急減速発生地点
〇：交通事故発生地点

［これまで］

30 km/h超過割合
40%未満
60%未満
80%未満
80%以上

［ビッグデータの活用により］

対策エリア
ゾーン30
幹線道路

危険な
箇所が
未然に
客観的に
分かる

対策へ

ＥＴＣ2.0で収集したビッグデータを活用し、車両の速度に関する情報や抜け道利用に関する情報、急挙
動情報等を提供、交通安全の現地診断を行い得る有識者等の斡旋を行っています。
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生活道路対策 ～ゾーン30プラス～ 国土交通省ＨＰより
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道路の交通安全対策

６．自転車通行空間の整備
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平成23年10⽉ 警察庁は、⾃転⾞は「⾞両」であることの徹底を基本的な考え⽅とし、⾃転⾞と歩⾏者の安全確保を⽬的
とした総合的な対策を通達。

平成24年11⽉ 各地域において、道路管理者や都道府県警察が⾃転⾞ネットワーク計画の作成やその整備、通⾏ルール
の徹底等を進められるよう、国⼟交通省及び警察庁が共同で「安全で快適な⾃転⾞利⽤環創出ガイド
ライン」を策定。

昭和35年 道路交通法の公布・施⾏により、⾃転⾞は軽⾞両として⾞道左側の⾛⾏が原則となる。

昭和45年  交通戦争を背景として、公安委員会が⽀障が無いと認めた場合に歩⾏者の通⾏を妨げないような速度と
 ⽅法での⾃転⾞の歩道通⾏を可能とする交通規制を導⼊。
 それ以降、⾃転⾞歩⾏者道の整備等により⾃転⾞と⾃動⾞の分離を推進。

平成19年７⽉ 普通⾃転⾞の歩道通⾏要件の⾒直しとともに、「⾃転⾞の安全利⽤の促進について」
 （⾃転⾞安全利⽤五則を添付）が交通安全対策本部決定。

平成27年６⽉ 改正道交法の施⾏により、⾃転⾞運転者講習の対象となる危険⾏為が規定。

平成28年７⽉ 「⾃転⾞ネットワーク計画策定の早期進展」と「安全な⾃転⾞通⾏空間の早期整備」に向け、平成28年3⽉
 の「安全で快適な⾃転⾞利⽤環境創出の促進に関する検討委員会」からの提⾔を受け、 「安全で快適な
 ⾃転⾞利⽤環境創出ガイドライン」を改定。

平成29年５⽉ 「⾃転⾞活⽤推進法」施⾏。

平成30年６⽉ 「第１次⾃転⾞活⽤推進計画」閣議決定。

令和３年５⽉ 「第２次⾃転⾞活⽤推進計画」閣議決定。

自転車施策のこれまでの取組

自転車通行空間の整備
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12．国際会議や国際的なサイクリング⼤会等の誘致

13．⾛⾏環境整備や受⼊環境整備等による世界に誇る
サイクリング環境の創出

⽬標１ ⾃転⾞交通の役割拡⼤による良好な都市環境の形成 ⽬標３ サイクルツーリズムの推進による観光⽴国の実現

⽬標２ サイクルスポーツの振興等による活⼒ある健康⻑寿社会の実現

⽬標４ ⾃転⾞事故のない安全で安⼼な社会の実現

（１）⾃転⾞活⽤推進計画の位置付け
⾃転⾞活⽤推進法に基づき策定する、
我が国の⾃転⾞の活⽤の推進に関する基本計画

２．⾃転⾞の活⽤の推進に関する⽬標及び実施すべき施策

（２）計画期間
⻑期的な展望を視野に⼊れつつ、
令和７（2025）年度まで

（３）⾃転⾞を巡る現状及び課題

１．地⽅公共団体における計画策定・施策実施の促進

２．⾃転⾞通⾏空間の計画的な整備の推進
３．路外駐⾞場等の整備や違法駐⾞取締りの推進等
４．シェアサイクルの普及促進
５．地域の駐輪ニーズに応じた駐輪場の整備推進
６．情報通信技術の活⽤の推進

７．⽣活道路での通過交通の抑制や無電柱化と合わせた
取組の実施

８．国際規格に合致した⾃転⾞競技施設の整備促進

９．公道や公園等の活⽤による安全に⾃転⾞に乗れる環境
の創出

10．⾃転⾞を利⽤した健康づくりに関する広報啓発の推進
11．⾃転⾞通勤等の促進

14．⾼い安全性を備えた⾃転⾞の普及促進
15．多様な⾃転⾞の開発・普及の促進
16．⾃転⾞の点検整備を促進するための広報啓発等の促進
17．交通安全意識の向上に資する広報啓発活動の推進や
指導・取締りの重点的な実施
18．学校等における交通安全教室の開催等の推進
19．地⽅公共団体における計画策定・施策実施の促進
（１．の再掲）
20．⾃転⾞通⾏空間の計画的な整備の推進（２．の再掲）
21．災害時における⾃転⾞の活⽤の推進
22．損害賠償責任保険等への加⼊促進

※22の施策ごとに具体的な措置を記載（再掲を除き、計73）

１．総論

第２次自転車活用推進計画（R3.5閣議決定）の概要

自転車通行空間の整備
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自転車に関する道路構造令の改正（H31.4）

○ 過去10年間で、交通事故件数全体が約４割減少する中、自転車対歩行者の事故件数は約１割の減少にと
どまっており、歩行者・自転車・自動車が適切に分離された自転車通行空間の整備が重要。

○ 用地上の制約から、自転車道の整備は全国的に進んでおらず、幅員がより狭くてすむ自転車専用通行帯 （道
 交法に基づく通行区分の指定）について、道路構造令に新たに「自転車通行帯」として位置付け、自転車通行空間
の整備を加速する必要。
○ 平成３１年４月２５日施行。

背景・必要性

改正概要

○ 歩行者・自動車から自転車の通行を分離する必要がある場合には、自転車通行帯を設置。

○ ただし、自動車との関係で自転車の安全性を確保する必要がある設計速度60km/hの道路には、
引き続き、車道との間を工作物により分離した自転車道を設置。

○ 用地確保の観点から自転車道の整備が困難であった道路においても自転車通行空間の整備の可能性が拡大。

効果

車道部歩道
自転車道
（2.0m以上）

民地側 民地側

歩道 歩道車道

民地側 民地側

歩道 歩道車道

民地側 民地側

歩道 歩道車道（路肩）

車道部歩道

自転車車線
（1.5m以上）

民地側 民地側

歩道 歩道車道

民地側 民地側

歩道 歩道車道

民地側 民地側

歩道 歩道車道
（路肩）

【自転車道】【自転車通行帯】（新たに規定）
通行帯

自転車通行空間の整備
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車
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混
在

自転車通行空間整備 ～事例写真～ 安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 
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ナショナルサイクルルート
ナショナルサイクルルート制度について

■ナショナルサイクルルートの指定要件
観点 指定要件

１．ルート設定
①サイクルツーリズムの推進に資する魅⼒ある安全なルートである
こと
    ・ルートの延⻑が概ね100km以上であること（島しょ部を除く） 他

２．走行環境

①誰もが安全・快適に⾛⾏できる環境を備えていること
   ・⽮⽻根等により⾃転⾞通⾏空間が整備されていること 他
②誰もが迷わず安⼼して⾛⾏できる環境を備えていること
 ・経路などの路⾯表⽰、案内看板が設置されていること 他

 （単路部概ね5kmごと、すべての分岐部）

３．受入環境

①多様な交通⼿段に対応したゲートウェイが整備されていること
    ・鉄道駅などに、ﾚﾝﾀｻｲｸﾙや着替え場所等が整備されていること 他
②いつでも休憩できる環境を備えていること
    ・サイクルステーションがルート上に概ね20kmごとに整備されているこ
と 他
③ルート沿いに⾃転⾞を運搬しながら移動可能な環境を備えている
こと
④サイクリストが安⼼して宿泊可能な環境を備えていること
    ・ルート直近にサイクリスト向けの宿泊施設が概ね60kmごとにあること
他
⑤地域の魅⼒を満喫でき、地域振興にも寄与する環境を備えている
こと
⑥⾃転⾞のトラブルに対応できる環境を備えていること
⑦緊急時のサポートが得られる環境を備えていること
    ・救急⾞などが概ね2kmごとに到達できること 他

４．情報発信
①誰もがどこでも容易に情報が得られる環境を備えていること

■ナショナルサイクルルートの指定⼿続
き

本部事務局による候補ルートの選定・公表

本部⻑による指定

１．国やＪＮＴＯによるプロモーション
２．社会資本整備総合交付⾦等により、地域の取組に
対して重点的に⽀援

３．ナショナルサイクルルートとしてのブランド価値
の向上

第三者委員会による審査

地域による情報発信、ロゴマークの設置 等
ナショナルブランドを活⽤した誘客

○優れた観光資源を有機的に連携したサイクルツーリズムの推進により、日本における新たな観光価
値を創造し、地域の創生を図るために、一定の水準を満たすルートを対象として「ナショナルサイク
ルルート」に指定する。

○ルートにおける取組の継続性を評価する必要があることから、新たなルートの指定の有無の確認に
ついては、国の自転車活用推進計画期間内に１回とし、３～５年ごとに実施する。
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伊豆（静岡県沼津市

ナショナルサイクルルート
第２次ナショナルサイクルルートの指定

33



太平洋岸自転車道
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国土交通省ＨＰよりサイクルツーリズムの推進モデルルート
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Ⅰ 道路の交通安全対策

１．第５次社会資本整備重点計画

２．第１１次交通安全基本計画

３．令和６年度 道路関係予算 概算要求

４．通学路の交通安全対策

５．生活道路対策

６．自転車通行空間

Ⅱ その他

１．自動運転について

２．大型車両の通行適正化
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その他

１．自動運転について
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自動運転の意義

○ 死亡事故発生件数の大部分が「運転者の違反」に起因。
○ 自動運転の実用化により、運転者が原因の交通事故の大幅な低減効果に期待。
○ 渋滞の緩和や生産性の向上、国際競争力の強化への効果に期待。

渋滞の解消・緩和

渋滞時でも自動
で最適な車線、

車間を選んでく

れるのでスムー

ズに走れるよ！

法令違反別死亡事故発生件数
（平成30年）

『令和元年版交通安全白書』より

4％：歩行者、その他に起因

国際競争力の強化

国内輸送の更なる効率化

技術・ノウハウに

基づく国際展開

パッケージ化

96％
運転者の違反

死者数 3,532人

負傷者数 525,846人

平成30年の交通事故死傷者・負傷者数

高齢者等の移動支援

自動運転のお陰

で遠出も可能に

なり行動範囲が
広がったよ。

自動運転の効果例

少子高齢化への対応・生産性の向上

(地⽅部を中⼼に)
移動⼿段が減少

トラックドライバー
の約4割が50歳以上

出典︓総務省「労働⼒調査」（平成30年）

路線バスの１⽇あたり運⾏回数（1970年を100とした指数）

交通事故の削減

自動で周辺車両や前方
の状況を確認して危険
を回避してくれるので
安心だね！

自動で周辺車両や前方
の状況を確認して危険
を回避してくれるので
安心だね！

100 106.3

69.6 61.5
47.2

1970 1980 1990 2000 2010

38



自動運転技術の現状と目標

○世界で初めてレベル３を実現するなど着実に技術が進展。今後は、レベル４の実現、普及拡大が目標。

【政府目標】2022年度目途 レベル４移動サービスの実現 ⇒ 2025年目途 全国50か所に拡大

 2025年目途 高速道路レベル４の実現

レベル１
一方向だけの
運転支援

レベル２
縦・横方向の
運転支援

レベル３
特定条件下で
自動運転

レベル４
特定条件下で
完全自動運転

レベル５
完全自動運転

衝突被害軽減ブレーキ
2019年時点で９割を超える新車に搭載

※トヨタHPより

自動運転移動サービス事業化
2021年３月に福井県永平寺町でレベル３
の無人自動運転移動サービスを開始

1人の遠隔監視・操作者が
3台の無人自動運転車両を運行

遠隔監視・操作室

※条件外ではドライバーが安全確保

実証事業
自動運転移動サービスの実現に
向けて、全国各地で実証事業

BOLDLY HPより

高速道路でのレベル３
2021年３月に販売開始（世界初）

ホンダ レジェンド ※ホンダHPより

道の駅での実証

“フット・フリー”

“ハンズ・フリー”

“アイズ・フリー”

“ドライバー・フリー”

道路交通法の改正により2023年４月より

レベル４の自動運転が可能に

出典︓第7回⾃動運転戦略本部 資料 39



これまでの取組

○ 道の駅等において自動運転サービスの実証実験に取り組むとともに、車両単独では把握が困難
な道路交通状況に関する情報提供等についての官民連携による共同研究を推進

自動運転サービス実証実験

○ 道路法を改正し、磁気マーカ等を「自
動運行補助施設」として位置づけ

○ 自動運行補助施設等の整備を交付
金等で支援

中山間地域における実証実験

○ 全国１８箇所の道の駅等
において実証実験を実施

○ ４箇所において本格導入

官民連携による共同研究

車載センサが検知困難

• 道の駅「かみこあに」（秋田県）
• 道の駅「奥永源寺渓流の里」（滋賀県）
• 道の駅「赤来高原」（島根県）
• みやま市「山川支所」（福岡県）

自動運行補助施設の位置づけ

路面標示や専用レーン等の試行

電磁誘導線による自己位置特定

道路交通状況に関する情報の提供手法

区画線の管理水準

合流支援情報

工事規制情報

落下物情報

工事中

○ 自動運転車の車線維
持に必要な区画線の
管理水準について検討

○ 車載センサで検知困難
な遠方の道路交通状況
を自動運転車に情報提
供する路車協調システ
ムについて検討

出典︓第7回⾃動運転戦略本部 資料 ⼀部編集 40



自動運転の実現に向けた取組

レベル 剥離状況の例

１

２

３

４

５

道路交通情報の提供⼿法

気象情報

トンネル出口の気象情報や山間部の積
雪情報等のODDに関する情報を提供

工事規制情報

工事規制の位置、閉塞車線等を提供

落下物情報

車載センサや道路管理者が把握した
路上の落下物情報を提供

工事中

合流情報

本線の交通情報を合流車両に提供
（車線別の車両位置・速度、車間距離 等）

落下物の
位置・車線

合流車両に提供する

情報を生成

路側処理装置 合流車両に本線

車両の走行速度
等の情報を提供

路車間通信

本線車両の走行速度等を把握

車両検知センサ

〈⾞載センサが検知困難（例︓区画線のかすれ）〉

〈⾞載センサで検知可能な区画線の管理⽔準設定〉

⼩

⼤

⾃動運転に対応した区画線

管理⽔準
の設定

⾞
載
セ
ン
サ

が
検
知
可
能

・⾞両センサでは収集が困難な前⽅の道路状況を、
⾃動運転⾞に情報提供するシステムの仕様を策定

・⾃動運転⾞の⾞線維持等に必要な区画線について、
⾞載センサーが検知可能となるよう、管理⽔準の
設定等を実施

○ 高速道路等における自動運転の実現に向け、高速移動時においても安全で円滑な自動運転を実
現するため、道路交通情報の提供手法や区画線の管理水準等について民間企業等との共同研
究を推進。
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その他

２．大型車両のの通行適正化
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大型車両の通行適正化 ～違法な特殊車両の取り締まり～

【道路法第４７条、第４７条の２及び第４７条の１０】
道路構造の保全と交通の危険防止の観点から、 政令（車両制限令）で定める一般的制限値を超

える車両 （特殊車両） の通行は、  原則禁止
ただし、道路管理者がやむを得ないと認めたときに限り、その通行を許可することができる

違反車両が増加すると、道路の老朽化が進み、修繕のための通行規制など社会に与える影響大
※軸重２０トン車が道路橋に与える影響は、軸重１０トン車の約４，０００台に相当

〇違法な特殊車両の取り締まり
直轄国道事務所では、現地での取り締まりや、自動計測装置により、違反車両の取り締まりを実施
違反をすると、運転手ばかりでなく、事業主体である法人または事業主も、同じように科されます（両罰規定）
・車両の幅、長さ、高さ、重さ、最小回転半径などで制限を超える車両を道路管理者の許可なく通行させた者、
または許可条件に違反して通行させた者は100万円以下の罰金（道路法第104条第1項）

・法人の代表又は法人若しくは人の代理人、使用人その他従業者が、違反行為をしたときは、行為者を罰するほ
か、その法人または事業主に対しても同様の罰金を科する（道路法第107条）

【現地での取り締まり状況】 【自動計測装置】

車両寸法の測定 車両重量の測定 43



大型車両の通行適正化 ～特殊車両通行確認制度～

実
際
#

通
行

行
政
#
手
続

通
行
時/

通
行
後

事
業
者
#
手
続

咱 怙
（１経路毎）

徴 $ （申請した１経路のみ）

扈廳$ 孰氬) 夰態氵扈噞（ウェブ上で即時に地図表示）

憟/氵喏揪
（１回のみ）

夰態氵侙夙浄怙儋浅
（ウェブでいつでも検索可能）

7 仿 9 悂浄地方公共団体）

儡弡泱徴$ 心喎廳

扈 廳
（許可を受けた１経路を通行可）
※ 通行時、許可証の携行（電子可）

扈 廳
（通行可能な全経路を通行可）
※ 通行時、回答書の携行（電子可）

経路車両情報 重量

申請内容

入力情報

車両情報

入力情報

発着地 重量

ETC2.0
重量の

把握方法

発着地

約
槈槃
日
#
現
状
&

即
時

BC 毮散F河泲沢J氅汧氓扻態氮氟毛氤S毮TU 喙氮ⅴ吮

※老朽化した
橋梁等は非通知

WIM（自動計測装置）による取締り

特殊車両通行確認制度

泱槥槹槢槇槀槃汰円咩氉氓夰態嚲忯
泱扮戲f 明乂堆氮汞汢挲挶嚲忯

取締基地における取締り

※手作業

現行（許可）制度

特殊車両の通行手続き

経路

・取締基地における取締り
・WIMによる取締り
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ご清聴有り難うございました


